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１．調査の背景・目的
未利用再エネ
むつ小川原地区は未利用再エネが特に豊富な地域であり、将来的な再エネ発電量は400万MWh/年を見込む一方で、
むつ小川原地区の電力需要を大きく上回ることが想定される。
水素
水素は未利用電力を吸収し、需給調整機能として期待されている技術である。

背景

目的

I. むつ小川原地区の再生可能エネルギーを利用したCO2フリー水素の製造、および東北地方での水素の貯蔵・利活用を
含めた地産地消型のCO2フリー水素サプライチェーンモデルの構築

II. 余剰水素をメチルシクロヘキサン(MCH)へ変換することによる水素の貯蔵・輸送・供給も含めた国内でのCO2フリー
水素の最大利活用モデルの評価

III. 構築したモデルを全国の再エネ豊富な他地域へ水平展開し、水素サプライチェーンの社会実装を目指す

2

水
素
事
業
モ
デ
ル



１．調査事業の体制
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本調査事業は、ENEOS株式会社・デロイトトーマツコンサルティング合同会社・新むつ小川原株式会社の3社で共同実施。（2021年度～22年度の2年間）
有識者等からもご意見をいただきつつ水素サプライチェーンモデルの構築を目指す。

東京大学
河野龍興教授
横浜国立大学
光島重徳教授
東北大学
津田理教授
福島再生可能

エネルギー研究所
古谷博秀様

有識者
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2．調査の概要 ー検討方針ー
【バックキャストによる検討】

文献調査により、2050年カーボンニュートラル達成に向けた将来像を検討し、その実現に向けた2030年時点での到達目標を検討。
【フォアキャストによる検討】

むつ小川原地区および東北エリアの需要家へのヒアリングにより、現状から推移した場合の2030年における将来像を検討。
バックキャストモデルとのギャップを埋めるための課題抽出を行い、実地調査等を通して目指す水素サプライチェーンモデルの詳細化を行う。

モデルの検討 モデル効果(付加価値)検討水素需給量の検討

むつ小川原地区や八戸市、東北エリアを対象に
2030年、2040年、2050年断面で以下を推計

むつ小川原地区や八戸市、東北エリアを対象に
ヒアリングを実施し、以下を推定

バックキャストによる検討

フォアキャストによる検討

水素需要量・パリティ

水素製造量・価格

水素需要量・パリティ

水素製造量・価格

水素製造量やエネルギー輸送方法、水素利用
方法を整理

2050年のモデル検討

バックキャスト検討をベースとした2030年のあるべ
き姿及びフォアキャスト検討をベースとした
現実解よりモデルを整理

～2030年のモデル検討

CO2削減量、防災効果、
本事業の水平展開による波及効果を検討

CO2削減量

防災効果

水平展開による波及効果

複数シナリオでの検討
電力需要及び法規制緩和有無
各シナリオの2050年における
サプライチェーンを検討

2030年のサプライチェーンを検討

ビジネスモデル及び課題・対応策検討

実地調査

STEP1-2STEP1-1

STEP2 STEP3

水素SC詳細化及び実現性評価のため、
事業者設備等を確認

実地調査による詳細化

：昨年度に実施した事項凡例
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2．調査の概要 ー検討スケジュールー
2021年度：むつ小川原地区の再エネ事業者や、東北地方の需要家へのヒアリングを元に、水素製造および水素利活用のポテンシャル調査を実施
2022年度：上記のヒアリングを元に最適なサプライチェーンを構築しつつ、その実現に向けて実地調査を実施しながら解決していくべき課題等を整理

NEDO調査事業（2021～2022）での検討スケジュール
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2．調査の概要 ー調査結果 2050年における将来像ー
再エネ主力電源化に伴い、未利用電力で製造する水素のみで東北全体の水素需要量の30％を賄える可能性がある。
→ 2050年 未利用電力量 1.4TWh=水素3万t/年（＠むつ小川原） 19TWh＝水素38万t/年（＠東北地域）
規制緩和が進み、輸送に自営線・水素配管を用いることで、水素供給コストは24円/Nm3を見込み、海外輸入水素に対する競争力を持ちうる。

む
つ
小
川
原

八
戸
市

域
外

水素運搬船

水素製造 水素利用水素輸送・供給

水素モビリティ全般
（バス・トラック・タクシー）

工業地帯
(ボイラ、発電、還元等)

FC電車
（トラックにも一部充填）

水素ST

住居利用

MCH化・
脱水施設

既存ガス配管転用

水素配管

FCFL等

再エネ
（卒FIT）

再エネ
（卒FIT）

水電解装置 水素ST

自営線

水素モビリティ全般
（バス・トラック・タクシー）

石油
備蓄
基地

水素配管

集約して大型化

水電解装置

蓄電池

水素配管

水素配管

売電

売電

海外水素
域外電力 域外から

2.5万t-H2/年の供給が必要

水素ST

水素ST

項目 評価

水素
自給率

東北全体：30％
水素製造に使用する電力
19TWh（＝38万t-H2）
水素需要 約130万t-H2

むつ小川原・八戸：53%
水素製造に使用する電力1.4TWh (=2.8万t-H2)
水素需要 約5万t-H2

経済
合理性

水素供給コスト*
24円/Nm3 

(自営線・水素配管の組合せ)

*供給コストは水素STは含まず、2030年と同条件(技術革新による価格低減は考えない)とした。
また輸送は、むつ小川原から八戸市へ水素需要分(約5万t/年)を輸送すると想定

：水素ガス／液体水素

：MCH

：自営線

：系統電力
凡例
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2．調査の概要 ー調査結果 2030年における事業性評価ー
2030年時点での水素供給コストは62～149円/Nm3を見込む。
八戸市全体での2030年における水素需要量 約10,000t/年の内、上記供給価格で水素転換が見込める分野(FCFL・FCV・FCトラック・住居ガス)の合計水素
需要は約5,200t/年。
需要ポテンシャルの高いFCトラックのパリティ価格がターゲットとして、付加価値の導入、技術課題の解決および規制緩和(自営線・水素配管)等による低コスト化に
より、パリティとの価格差の縮小が必要。
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FCバス、FC鉄道
工業熱、発電
5,047t/年

パリティ
(円/Nm3)

4.2t/年

FCFL

*： 図に示している数値（パリティ）は水素許容価格の中央値

141～232円/Nm3

29～42円/Nm3

供給コスト(高位条件)
149円/Nm3

供給コスト(低位条件)
62円/Nm3

供給コスト(中間値)
105円/Nm3

住居ガス

FCV

付加価値

補助金 発電事業者への水素製造電力への補助

CO2削減価値 (14円/Nm3 @2030)
BCP価値
エネルギーセキュリティ (国産価値)

技術開発によるコスト低減
法規・制度緩和によるコスト低減
水素製造量・需要量増加に伴うボリュームディスカウント

FCトラックパリティ
50円/Nm3

円/Nm3

供給価格(中間値)
105円/Nm3

低コスト化

パリティとの差

FCトラック
需要ポテンシャルパリティ
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NEDO調査事業(2021～2022)の結果を踏まえ、次ステップとして国の支援を得た実証に取り組み、2030年頃の国産再エネ水素の供給事業化を目指す。
小規模実証(2023年～)・・・協調制御等の再エネマネジメントシステムと統合した水素製造技術の検証
大規模実証(20XX年～)・・・水素配管整備を含む面的実証展開

再エネ主力電源化の進展に伴い、経済性の観点で自営線及び水電解装置を集約するシステム構成が望ましい。異種再エネの統合による変動緩和にも取り組む。
→実証を通して法規的・技術的課題の解決を目指す。

小規模実証（2023～） 大規模実証（20XX～） 事業化（2030年頃）調査事業（2021～2022）

事業化を見据えた
水素サプライチェーンモデル構築
水電解装置・蓄電池等の設備検討
および設置場所の選定
水素STや配管等のインフラ設置調査

複数の再エネの調整
再エネ発電～水素需要までの
最適EMSの構築

配管、自営線の敷設
東北電力、自治体、地元企業と連携
してマイクログリッドを組み広域的
に実施

石油備蓄基地のMCH転用
家庭利用も取り込んでゆく

異種再エネの統合を目指すシステム構成
（今後の実証にて技術的検証を行う）

３．今後の見通しについて


